
平成 29 年 3 月

平成 29 年度 平成 38 年度

１．事業概要

（１）

① 施 設

② 使 用 料

3,780 円 4,100 円

3,888 円 4,373 円

3,888 円 4,217 円

業 務 用 使 用 料 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

その他の使用料体系の
概 要 ・ 考 え 方

条 例 上 の 使 用 料 *2
（ ２ ０ ㎥ あ た り ）
※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

平成25年度
実 質 的 な 使 用 料 *3
（ ２ ０ ㎥ あ た り ）
※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

平成25年度

平成26年度 平成26年度

平成27年度 平成27年度

*2 条例上の使用料とは、一般家庭における２０㎥あたりの使用料をいう。

*3 実質的な使用料とは、料金収入の合計を有収水量の合計で除した値に２０㎥を乗じたもの（家庭用のみでなく業務用を含む）をいう。

一般家庭用使用料体系の
概 要 ・ 考 え 方

非適用

処 理 区 域 内 人 口 密 度 0.08人/ha（H27末）
流 域 下 水 道 等 へ の
接 続 の 有 無

無し

処 理 区 数 本町の特別排水処理施設整備事業の処理区は、厚真町公共下水道事業の処理区を除く地域である。

処 理 場 数 浄化槽を順次設置しており、平成27年度の浄化槽基数は407基である。

広域化・共同化・最適化
実施状況*1

都道府県汚水処理基本構想（全道みな下水道）に位置付けられている、公共下水道計画区域以外について
は、集合処理が適さないため、合併浄化槽による個別処理を行っていく方針としている。

*1 「広域化」とは、一部事務組合による事業実施等の他の自治体との事業統合、流域下水道への接続を指す。
「共同化」とは、複数の自治体で共同して使用する施設の建設（定住自立圏構想や連携中枢都市圏に基づくものを含む）、広域化・共同化を推進するための計画に基づき実

施する施設の整備（総務副大臣通知）、事務の一部を共同して管理・執行する場合（料金徴収等の事務の一部を一部事務組合によって実施する場合等）を指す。
「最適化」とは、①他の事業との統廃合、②公共下水・集排、浄化槽等の各種処理施設の中から、地理的・社会的条件に応じて最適なものを選択すること（処理区の統廃合を

含む。）、③施設の統廃合（処理区の統廃合を伴わない。）を指す。

厚真町の下水道使用料体系は、下表に示すとおりとなっている。
使用料対象経費は、維持管理費の全部となっている。

事 業 名 ： 特定地域生活排水処理施設整備事業

厚真町下水道事業経営戦略

団 体 名 ： 厚真町

策 定 日 ：

計 画 期 間 ： ～

事業の現況

供 用 開 始 年 度
（ 供 用 開 始 後 年 数 ）

平成19年度
（9年経過）

法適（全部適用・一部適用）
非 適 の 区 分

基本水量 料金

一般用 8ｍ
3
まで 1,555円 194円

区分
基本料金（1か月につき） 超過料金

（1ｍ
3
につき）



③ 組 織

（２）民 間 活 力 の 活 用 等

（３）経営比較分析表を活用した現状分析

※直近の経営比較分析表（「公営企業に係る「経営比較分析表」の策定及び公表について）（公営企業三課室長通知）」による経営比較分析表）を添付すること。

本町の特定地域生活排水処理事業は、順次整備を実施しており、現在の水洗化率は公共下水道と合わせて71.6％である。今後も特定地
域生活排水処理施設事業は維持に努める。収益的収支は、過去３年間の一定値（100％程度）を示している。
経費回収率は類似団体と同程度であるが、汚水処理原価が類似団体と比べて高い傾向にあるため、維持管理費・資本費を削減する対策
が必要である。

１人（損益勘定所属職員：浄化槽部門）

*4 「エネルギー利用」とは、下水汚泥･下水熱等、下水道事業の実施に伴い生じる資源(資産を含む)を用いた収入増につながる取組を指す。
*5 「土地・施設等利用」とは、土地･建物等、下水道事業の実施に不可欠な資産を用いた、収入増につながる取組を指す（単純な売却は除く）。

民 間 活 用 の 状 況

ア 民間委託
（包括的民間委託を含む）

特定地域生活排水浄化槽の年間の点検・清掃は、民間委託を実施し
ている。
包括民間委託は実施していない。

イ 指定管理者制度
特定地域生活排水処理施設事業は、住民生活に直結する事業であ
り、指定管理者制度を利用した民間の管理・運営にはなじまないもの
と考えて、本町では検討していない。

ウ ＰＰＰ・ＰＦＩ
本町の特定地域生活排水処理整備では、PPP・PFIに該当するような
事業は現段階では無い。

資 産 活 用 の 状 況

ア エネルギー利用
（下水熱・下水汚泥・発電等） *4

本町の特定地域生活排水処理施設事業において、エネルギー利用
は実施していない。

イ 土地・施設等利用
（未利用土地・施設の活用等） *5

本町の特定地域生活排水処理施設事業において、未利用土地・施
設はない。

事 業 運 営 組 織
本町の下水道事業は、建設課上下水道グループで所管されており、単独の組織で運営を実施している。
なお、同課内には土木グループ、建築住宅グループがあり、連携を図りつつ効率的な運営に努めている。

職 員 数



２．経営の基本方針

３．投資・財政計画（収支計画）

（１）

※ 赤字がある場合には（３）において、その解消方法が示されていることが必要

① 収支計画のうち投資についての説明

② 収支計画のうち財源についての説明

③ 収支計画のうち投資以外の経費についての説明

「厚真町まち・ひと・しごと創生長期ビジョン・総合戦略-平成27年10月-（計画基準2010年～計画目標2060年）」では、”快適に暮らせるあつ
ま”・”みんなで支えるあつま”をスローガンに快適な居住環境を提供するため、以下の基本方針を設定している。
・生活排水の適正処理
-下水道（合併処理浄化槽含む）の普及・ＰＲ

「第4次厚真町総合計画（平成28年～平成37年）では、「美しい自然や生態系、水資源が保全され、自然エネルギーが有効に活用されてい
る」を目指す姿とし、以下の基本方針を設定している。
・公共下水道、合併処理浄化槽により、生活排水の適切な処理を進めます。

以上より、経営戦略での基本方針は、以下のように設定する。

・下水道事業による集合処理区域外において、さらなる浄化槽の整備を進め、町全体としての生活排水処理の普及に努める。
・経費の内訳を明確化し、独立採算を目指す。

投資・財政計画（収支計画） ： 別 紙 の と お り

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

平成29年度～平成38年度の投資は、以下のように計画する。

・浄化槽は、今後も更なる普及を目指して、毎年一定基数を設置していく計画であり、その費用として、平成29年度～平成38年度の10年間
では、約230百万円の投資を計画する。

財源の収支計画は、以下のように計画する。

・料金収入は、平成27年度の料金体系で算出し、年間約18百万円～21百万円を見込む。平成29年度～平成38年度の10年間では、約199
百万円の料金収入を計画する。
・国庫補助金は、将来も現行の浄化槽市町村整備推進事業と同様の支援があるものと考え、年間約8百万円程度の支援を見込む。平成29
年度～平成38年度の10年間では約77百万円の国庫補助金を計画する。
・一般会計繰入金は、基準内、基準外合わせて年間15～26百万円を見込み、平成29年度～平成38年度の10年間では約214百万円を計
画する。

投資以外の経費は、以下のように計画する。

【維持管理費】
・浄化槽施設の維持管理費は、処理水量に対する維持管理負担金を想定し、設定する。（年間 約32百万円 ～ 約36百万円）

【起債償還額】
・新たに借り入れる分は、利率2％と設定する。



（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

① 今後の投資についての考え方・検討状況
* 処理区ごとに考え方が異なる場合は、処理区ごとに記載すること

② 今後の財源についての考え方・検討状況

③ 投資以外の経費についての考え方・検討状況

４． 経営戦略の事後検証、更新等に関する事項

動力費に関する事項
近年の電力料金の動向から過去の実績値を採用しているが、設定値と大幅に異なる場
合は、収支計画を見直す。

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、
更 新 等 に 関 す る 事 項

原則として計画年度（平成29年度～平成38年度）の中間年度である平成34年度に、実績と今後
の見通しに乖離がないか検証を実施する。計画と大幅な乖離が見られた場合は、すみやかに計画
の見直しを実施する。

薬品費に関する事項

修繕費に関する事項 ライフサイクルコストの最小化による対応（修繕・改築）を実施する。

委託費に関する事項 今後も法定検査を実施し、浄化槽の適正な管理に努める。

その他の取組 改築・更新を実施する際は、省エネ機器を導入する等の経費削減に努める。

本庁の特定地域生活排水処理施設事業においては、薬品費を見込んでいない。

その他の取組 浄化槽の改築・更新に付与する補助メニュー創設の如何など、国の動向に注目する。

民間活力の活用に関する事項
（包括的民間委託等の民間委託、指定管理者制

度、PPP/PFIなど）

本町の事業規模では、民間活力の活用を実施するには困難と考えられる。近隣市町村
との共同化の検討と合わせて民間活力の活用を検討する。

職員給与費に関する事項 町全体での職員給与に関する事項を検討した結果を反映するものとしている。

その他の取組
今後も一定の浄化槽の増加を見込んでおり、浄化槽の新規増設と既存の更新時期が

集中しないよう維持管理実績の蓄積等により適切に改築・更新を実施するものとする。

使用料の見直しに関する事項
維持管理費の削減及び料金の検討を定期的に行い、経営状況及び経済情勢を勘案
し、必要に応じて料金の改定を行っていきます。

資産活用による収入増加
の取組について

本町の下水道事業は、資産活用となる資産を有しておらず、将来も資産活用による収入
増加は見込まない。

* （１）において黒字の場合においても、投資・財政計画（収支計画）に反映することができなかった検討中の取組や今後検討予定の取組について、その
内容等を記載すること。

投資の平準化に関する事項
老朽に伴う浄化槽の更新時は、定期点検・修繕履歴より各浄化槽の劣化度合いを把

握し、改築・更新時期が集中しない様、平準化を図る。

民間活力の活用に関する事項
（PPP/PFIなど）

本町の事業規模では、民間活力の活用を導入するには困難と考えられる。近隣市町
村との共同化の検討と合わせて民間活力の活用を検討する。

広域化・共同化・最適化に関する事項
厚真の特定地域生活排水処理事業は、「全道みな下水」に準拠した計画区域となって

おり、最適な処理区域に設定されている。
広域化・共同化については、特定地域生活排水処理のため、該当しない。

（１）において、純損益（法適用）又は実質収支（法非適用）が計画期間の最終年度で黒字とならず、赤字が発生している場合には、赤字
の解消に向けた取組の方向性、検討体制・スケジュールや必要に応じて経費回収率等の指標に係る目標値を記載すること。



様式第2号（法非適用企業） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円，％）
年 度 前々年度 前年度

区 分 （ 決 算 ） 決 算

1 (A) 31,630 32,602 32,411 33,346 34,271 34,913 35,544 36,173 36,802 37,420 38,029 38,630 39,221

（１） (B) 15,977 17,244 17,821 18,375 18,920 19,242 19,559 19,870 20,176 20,476 20,771 21,061 21,345

ア 15,917 17,192 17,769 18,323 18,868 19,190 19,507 19,818 20,124 20,424 20,719 21,009 21,293

イ (C)

ウ 60 52 52 52 52 52 52 52 52 52 52 52 52

（２） 15,653 15,358 14,590 14,971 15,351 15,671 15,985 16,303 16,626 16,944 17,258 17,569 17,876

ア 13,653 13,358 12,590 12,971 13,351 13,671 13,985 14,303 14,626 14,944 15,258 15,569 15,876

イ 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000

２ (D) 31,630 32,602 32,411 33,346 34,271 34,913 35,544 36,173 36,802 37,420 38,029 38,630 39,221

（１） 31,014 31,455 31,265 31,958 32,650 33,066 33,481 33,897 34,312 34,728 35,143 35,559 35,974

ア 4,738 4,741 4,614 4,614 4,614 4,614 4,614 4,614 4,614 4,614 4,614 4,614 4,614

イ 26,276 26,714 26,651 27,343 28,036 28,451 28,867 29,282 29,698 30,113 30,529 30,944 31,360

（２） 616 1,147 1,146 1,388 1,621 1,847 2,063 2,276 2,490 2,693 2,886 3,071 3,246

ア 616 1,147 1,146 1,388 1,621 1,847 2,063 2,276 2,490 2,693 2,886 3,071 3,246

イ

３ (E)

1 (F) 28,544 28,273 24,716 25,355 26,412 29,157 29,729 30,385 30,783 31,248 31,720 32,199 32,687

（１） 19,500 21,300 13,100 13,100 13,100 13,000 13,000 13,000 13,000 13,000 13,000 13,000 13,000

（２） 5,884 4,433 1,594 2,233 3,290 6,127 6,699 7,355 7,753 8,218 8,690 9,169 9,657

（３）

（４）

（５） 7,707 7,707 7,707 7,677 7,677 7,677 7,677 7,677 7,677 7,677 7,677

（６） 2,459 2,536 2,315 2,315 2,315 2,353 2,353 2,353 2,353 2,353 2,353 2,353 2,353

（７） 701 4

２ (G) 28,544 28,273 24,716 25,355 26,412 29,157 29,729 30,385 30,783 31,248 31,720 32,199 32,687

（１） 27,701 27,417 23,122 23,122 23,122 23,030 23,030 23,030 23,030 23,030 23,030 23,030 23,030

3,723 3,725 3,700 3,700 3,700 3,700 3,700 3,700 3,700 3,700 3,700 3,700 3,700

（２） (H) 843 856 1,594 2,233 3,290 6,127 6,699 7,355 7,753 8,218 8,690 9,169 9,657

（３）

（４）

（５）

３ (I)収 支 差 引 (F)-(G)

資

本

的

収

支

資
本
的
収
入

資 本 的 収 入

地 方 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

そ の 他

他 会 計 補 助 金

他 会 計 借 入 金

固 定 資 産 売 却 代 金

そ の 他

収 支 差 引 (A)-(D)

そ の 他

営 業 外 収 益

他 会 計 繰 入 金

そ の 他

平成35年度

資
本
的
支
出

資 本 的 支 出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

地 方 債 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 金 返 還 金

他 会 計 へ の 繰 出 金

そ の 他

営 業 外 費 用

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

工 事 負 担 金

平成38年度

収

益

的

収

支

収
益
的
収
入

総 収 益

営 業 収 益

料 金 収 入

受 託 工 事 収 益

本年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

収
益
的
支
出

総 費 用

営 業 費 用

職 員 給 与 費

う ち 退 職 手 当

そ の 他

平成34年度 平成36年度 平成37年度

支 払 利 息

う ち 一 時 借 入 金 利 息



様式第2号（法非適用企業） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円，％）
年 度 前々年度 前年度

区 分 （ 決 算 ） 決 算
平成35年度 平成38年度本年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度 平成36年度 平成37年度

(J)

(K)

(L)

(M)

(N)

(O)

(P)

(Q)
(Q)

(B)-(C)
(A)

(D)+(H)

(S) 15,977 17,244 17,821 18,375 18,920 19,242 19,559 19,870 20,176 20,476 20,771 21,061 21,345

（T)

(U)

(V)

(W)

(X) 158,242 157,832 156,989 155,395 153,163 149,873 143,746 137,048 130,100 123,172 116,204 109,195 102,145

○他会計繰入金 （単位：千円）

年 度 前々年度 前年度

区 分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

13,653 13,358 12,590 12,971 13,351 13,671 13,985 14,303 14,626 14,944 15,258 15,569 15,876

616 1,147 12,590 12,971 13,351 13,671 13,985 14,303 14,626 14,944 15,258 15,569 15,876

13,037 12,211

5,884 4,433 1,594 2,233 3,290 6,127 6,699 7,355 7,753 8,218 8,690 9,169 9,657

8,310 8,225 1,594 2,233 3,290 6,127 6,699 7,355 7,753 8,218 8,690 9,169 9,657

△ 2,426 △ 3,792
19,537 17,791 14,184 15,204 16,641 19,797 20,684 21,659 22,379 23,162 23,948 24,738 25,532

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金
合 計

平成33年度 平成34年度

健全化法施行令第16条により算定した
資 金 の 不 足 額
健全化法施行規則第６条に規定する
解 消 可 能 資 金 不 足 額
健全化法施行令第17条により算定した
事 業 の 規 模
健全化法第22条により算定した
資 金 不 足 比 率

(（T）/（V）×100)

他 会 計 借 入 金 残 高

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

81

平成36年度 平成37年度 平成38年度

収 益 的 収 支 分

地 方 債 残 高

本年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成35年度

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (B)-(C)
地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

((R)/(S)×100)

83 83

地方財政法施行令第16条第１項により算定した
資 金 の 不 足 額

(R)

95 94 91収 益 的 収 支 比 率 （ ×100 ） 97 97

赤 字 比 率 （ ×100 ）

82 81 8085 84

実 質 収 支 黒 字

(N)-(O) 赤 字

収 支 再 差 引 (E)+(I)

積 立 金

前年度からの繰越金

前年度繰上充用金

形 式 収 支 (J)-(K)+(L)-(M)

翌 年 度 へ 繰 り 越 す べ き 財 源



グラフ凡例
当該団体値（当該値）

類似団体平均値（平均値）

平成27年度全国平均

※ 法適用企業と類似団体区分が同じため、収益的収支比率の類似団体平均等を表示していません。
※ 平成23年度から平成25年度における各指標の類似団体平均値は、当時の事業数を基に算出していますが、企業債残高対事業規模比率及び管渠改善率については、平成26年度の事業数を基に類似団体平均値を算出しています。

全体総括

浄化槽についは、維持管理費が高い傾向にあり、使
用水量が少ない少人数世帯においても、高い維持管
理費が発生するため、今後さらに人口減少が進み、
少人数世帯が多くなってきた場合、経営改善を進め
ていく必要あると考えられる。

「施設全体の減価償却の状況」 「管渠の経年化の状況」 「管渠の更新投資・老朽化対策の実施状況」

2. 老朽化の状況について

事業開始より、現在まで更新は行われていない。

「料金水準の適切性」 「費用の効率性」 「施設の効率性」 「使用料対象の捕捉」

2. 老朽化の状況

分析欄

1. 経営の健全性・効率性 1. 経営の健全性・効率性について

①100％程度を維持しているが、下水道事業全体で
見た場合、類似団体と同等程度あると考えられる。

②該当なし

③該当なし

④今後さらに合併浄化槽事業を進めていく予定であ
るため、企業債残高は多くなっていく傾向がある。

⑤類似団体と同程度である。

⑥汚水処理費が類似団体と比較すると高い傾向にあ
り、今後維持管理については考えていく必要があ
る。

⑦施設の利用率は100%であり、適切である。

「単年度の収支」 「累積欠損」 「支払能力」 「債務残高」

－

- 該当数値なし 13.42 100.00 3,888 626 403.38 1.55 【】

11.61 ■

資金不足比率(％) 自己資本構成比率(％) 普及率(％) 有収率(％) 1か月20ｍ
3
当たり家庭料金(円) 処理区域内人口(人) 処理区域面積(km2) 処理区域内人口密度(人/km2)

法非適用 下水道事業 特定地域排水処理 L3 4,699 404.61

経営比較分析表
北海道 厚真町

業務名 業種名 事業名 類似団体区分 人口（人） 面積(km2) 人口密度(人/km2)

40544 40909 41275 41640 42005

当該値 0 0 0 0 0

平均値 0 0 0 0 0

0.00

0.10

0.20

0.30

0.40

0.50

0.60

0.70

0.80

0.90

1.00

40544 40909 41275 41640 42005

当該値 0 100 98.58 97.4 97.44

平均値

0.00

20.00

40.00

60.00

80.00

100.00

120.00

40544 40909 41275 41640 42005

当該値

平均値

0.00

0.10

0.20

0.30

0.40

0.50

0.60

0.70

0.80

0.90

1.00

40544 40909 41275 41640 42005

当該値

平均値

0.00

0.10

0.20

0.30

0.40

0.50

0.60

0.70

0.80

0.90

1.00

①収益的収支比率(％)

40544 40909 41275 41640 42005

当該値

平均値

0.00

0.10

0.20

0.30

0.40

0.50

0.60

0.70

0.80

0.90

1.00

40544 40909 41275 41640 42005

当該値

平均値

0.00

0.10

0.20

0.30

0.40

0.50

0.60

0.70

0.80

0.90

1.00

40544 40909 41275 41640 42005

当該値 0 673.67 828.45 0 0

平均値 0 862.78 803.29 760.12 492.59

0.00

100.00

200.00

300.00

400.00

500.00

600.00

700.00

800.00

900.00

1,000.00

40544 40909 41275 41640 42005

当該値 0 47.3 49.63 50.32 52.73

平均値 0 54.55 56.63 50.17 46.53

0.00

10.00

20.00

30.00

40.00

50.00

60.00

40544 40909 41275 41640 42005

当該値 0 430.99 413.04 434.54 399.81

平均値 0 275.65 272.66 329.08 373.71

0.00

50.00

100.00

150.00

200.00

250.00

300.00

350.00

400.00

450.00

500.00

40544 40909 41275 41640 42005

当該値 0 100 100 100 100

平均値 0 58.58 58.82 51.54 44.84

0.00

20.00

40.00

60.00

80.00

100.00

120.00

40544 40909 41275 41640 42005

当該値 0 100 100 100 100

平均値 0 72.31 71.76 71.6 67.86

0.00

20.00

40.00

60.00

80.00

100.00

120.00

②累積欠損金比率(％) ③流動比率(％) ④企業債残高対事業規模比率(％)

⑤経費回収率(％) ⑥汚水処理原価(円) ⑦施設利用率(％) ⑧水洗化率(％)

①有形固定資産減価償却率(％) ②管渠老朽化率(％) ③管渠改善率(％)

【623.71】

【80.35】【51.98】【295.51】【51.88】

【-】

該当数値なし 該当数値なし

該当数値なし 該当数値なし


